
○
国
が
定
め
る
人
員
配
置
基
準
で
は
、入
所
者
３
人
当
た
り職
員
１
人
以
上
とし
て
い
る
。

○
業
務
改
善
や
IC
T機
器
・セ
ン
サ
ー
・ロ
ボ
ット
の
導
入
に
よ
り、
サ
ー
ビス
水
準
の
維
持
・向
上
を
図
りつ
つ
、効
率
的
な
運
営
を
行
う

先
進
事
例
が
存
在
。

（
出
所
）
厚
生
労
働
省
資
料
を
基
に
作
成
。

社
会
福
祉
法
人

若
竹
大
寿
会

（
横
浜
市
）

社
会
福
祉
法
人

善
光
会

（
東
京
都
大
田
区
）

北
九
州
市

春
秋
会

（
北
九
州
市
）

取
組
概
要

l
トヨ
タ式
の
カイ
ゼ
ン
活
動
を

ベ
ー
ス
に
、サ
ー
ビス
水
準
の
維

持
・
向
上
と、
不
要
な
作
業
の
削

減
に
よ
る
効
率
的
な
運
営
を

実
現
。

l
IC
T機
器
・セ
ン
サ
ー
・ロ
ボ
ット
の

活
用
に
よ
り、
サ
ー
ビス
水
準
の
維

持
・向
上
と、
不
要
な
作
業
の
削

減
に
よ
る
効
率
的
な
運
営
を
実
現
。

（
機
器
の
導
入
例
）

・見
守
りセ
ン
サ
ー
（
シ
ル
エ
ット
型
）

・生
体
セ
ン
サ
ー
（
睡
眠
チ
ェッ
ク）

・記
録
作
成
ソ
フト
ウ
ェア

・イ
ン
カム
・移
乗
支
援
（
非
装
着
）

l
IC
T機
器
・セ
ン
サ
ー
・ロ
ボ
ット
の

活
用
に
よ
り、
サ
ー
ビス
水
準
の
維

持
・向
上
と、
不
要
な
作
業
の
削

減
に
よ
る
効
率
的
な
運
営
を
実
現
。

（
機
器
の
導
入
例
）

・見
守
りセ
ン
サ
ー
（
シ
ル
エ
ット
型
）

・生
体
セ
ン
サ
ー
（
睡
眠
チ
ェッ
ク）

・記
録
作
成
ソ
フト
ウ
ェア

・イ
ン
カム
・移
乗
支
援
（
非
装
着
）

人
員
配
置

の
状
況

（
入
所
者
：
職
員
）

2.
5対
１

2.
8対
１

2.
87
対
１

介
護
施
設
に
お
け
る
人
員
配
置
の
先
進
事
例
第
６
回
全
世
代
型
社
会
保
障
検
討
会
議

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
２
月
1
9
日
）

5

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会
資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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介
護
施
設
に
お
け
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の
先
進
事
例
②
－
１
（令
和
元
年
度
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
）

○
北
九
州
市
で
は
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
お
い
て
実
証
を
行
い
、
業
務
分
析
を
ふ
ま
え
て
課
題
の
解
決
策
を
検
討
し
、
業
務
オ
ペ

レ
ー
シ
ョ
ン
を
見
直
し
た
上
で
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
や
元
気
高
齢
者
の
活
躍
等
に
よ
っ
て
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
向
上
さ
せ
な
が
ら
効
率

的
な
人
員
配
置
の
成
果
を
あ
げ
て
い
る
。
（
実
証
前
：
2
.
0
（
利
用
者
）
：
１
（
職
員
）
→
 
実
証
後
：
2
.
8
7（
利
用
者
）
：
１
（
職
員
）
）

6

第
５
回
介
護
現
場
革
新
会
議
（
令
和
２
年
３
月
５
日
）
北
九
州
市
発
表
資
料
抜
粋

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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介
護
施
設
に
お
け
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
の
先
進
事
例
②
－
２
（令
和
元
年
度
パ
イ
ロ
ッ
ト
事
業
）

7

第
５
回
介
護
現
場
革
新
会
議
（
令
和
２
年
３
月
５
日
）
北
九
州
市
発
表
資
料
抜
粋

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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介
護
老
人
福
祉
施
設

介
護
老
人
保
健
施
設

介
護
医
療
院

介
護
療
養
型
医
療
施
設

認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護

本
体
報
酬
に

お
け
る
夜
勤

の
人
員
基
準

(
最
低
基
準
)

ユ
ニ
ッ
ト
型
２
ユ
ニ
ッ
ト
毎
に
１
以
上
２
ユ
ニ
ッ
ト
毎
に
１
以
上
２
ユ
ニ
ッ
ト
毎
に
１
以
上
１
ユ
ニ
ッ
ト
毎
に
１
以
上

ユ
ニ
ッ
ト

型
以
外

○
利
用
者
の
人
数
規
模
に

応
じ
て
夜
勤
職
員
の
必
要

数
を
配
置

(利
用
者
の
人
数
)
(必
要
配
置
数
)

2
5
人
以
下
１
以
上

2
6
～
6
0人
２
以
上

6
1
～
8
0人
３
以
上

8
1
～
1
00
人
４
以
上

1
0
1
人
以
上
４
に
加
え
、

2
5
人
毎
に

１
以
上

※
上
記
に
加
え
、
宿
直
勤
務
に

当
た
る
者
を
配
置

○
２
以
上
を
配
置

※
利
用
者
数
が
4
0
人

以
下
の
場
合
で
あ
っ
て
、

常
時
、
緊
急
時
の
連
絡

体
制
を
整
備
し
て
い
る

場
合
は
１
以
上

○
２
以
上
を
配
置
（
う
ち

看
護
職
員
が
１
以
上
）

※
利
用
者
数
が
3
0
人
を

増
す
毎
に
１
以
上
加
配

－

夜
勤
職
員

に
係
る

加
算
要
件
の

人
員
基
準

夜
勤
職
員
配
置
加
算

夜
勤
職
員
配
置
加
算

夜
間
勤
務
等
看
護

（
（
Ⅲ
）
及
び
（
Ⅳ
）
の
場
合
）
夜
間
支
援
体
制
加
算

○
最
低
基
準
に
加
え
て

「
１
名
分
」
の
人
員
を

多
く
配
置

※
見
守
り
機
器
を
導
入

し
た
場
合
は
、
一
定
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
を

条
件
に
、
「
0
.
9
人
分
」

の
人
員
を
多
く
配
置

○
利
用
者
の
人
数
規
模
に

応
じ
て
必
要
数
を
配
置

・
利
用
者
数
が
4
1
人

以
上
の
場
合
は
、

２
以
上

・
利
用
者
数
が
4
0
人

以
下
の
場
合
は
、

１
以
上

※
共
に
、
利
用
者
数
が

2
0
人
を
増
す
毎
に

１
以
上
加
配

（
Ⅲ
の
場
合
）

○
２
以
上
を
配
置
（
う
ち

看
護
職
員
が
１
以
上
）

※
利
用
者
数
が
1
5
人
を

増
す
毎
に
１
以
上
加
配

（
Ⅳ
の
場
合
）

○
１
以
上
を
配
置

※
利
用
者
数
が
2
0
人
を

増
す
毎
に
１
以
上
加
配

（
Ⅰ
の
場
合
）

○
２
以
上
を
配
置

（
Ⅱ
の
場
合
）

○
１
以
上
を
配
置

※
共
に
、
夜
勤
職
員

及
び
宿
直
勤
務
に
当
た

る
者
の
合
計
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
・
施
設
に
お
け
る
夜
勤
職
員
に
係
る
加
算
等
の
配
置
要
件

※
ユ
ニ
ッ
ト
型
の
場
合
は
基
準
省
令
に
規
定
。
そ
れ
以
外
は
告
示
「
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
夜
勤
を
行
う
職
員
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
基
準
」
等
に
規
定
。

8

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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○
前
回
の
介
護
報
酬
改
定
に
お
い
て
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
活
用
に
関
す
る
介
護
報
酬
の
見
直
し
を
行
っ
た
。

○
具
体
的
に
は
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
及
び
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
に
お
け
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
に
つ
い
て
、
見
守
り
機
器
の

導
入
に
よ
り
効
果
的
に
介
護
が
提
供
で
き
る
場
合
に
、
通
常
「
１
名
分
の
人
員
を
多
く
配
置
」
す
る
こ
と
が
必
要
な
と
こ
ろ
、

「
0
.9
名
分
の
人
員
を
多
く
配
置
」
す
る
こ
と
で
足
り
る
こ
と
と
し
た
。

○
た
だ
し
、
そ
の
際
、
以
下
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
が
必
要
。

①
入
所
者
の
動
向
を
検
知
で
き
る
見
守
り
機
器
を
入
所
者
数
の
1
5
％
以
上
に
設
置
し
て
い
る
こ
と
。

②
施
設
内
に
見
守
り
機
器
を
安
全
か
つ
有
効
に
活
用
す
る
た
め
の
委
員
会
を
設
置
し
、
必
要
な
検
討
等
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。

通
常
の
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
要
件

見
守
り
機
器
を
導
入
し
た
場
合
の
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
要
件

•
夜
勤
時
間
帯
の
夜
勤
職
員
数
：

夜
勤
職
員
の
最
低
基
準
＋

1名
分
の
人
員
を
多
く
配
置
し
て

い
る
こ
と
。

•
夜
勤
時
間
帯
の
夜
勤
職
員
数
：

夜
勤
職
員
の
最
低
基
準
＋

0.
9名
分
の
人
員
を
多
く
配
置
し
て
い
る
こ
と
。

•
入
所
者
の
動
向
を
検
知
で
き
る
見
守
り
機
器
を
入
所
者
数
の

15
%
以
上

に
設
置
し
て
い
る
こ
と
。

•
施
設
内
に
見
守
り
機
器
を
安
全
か
つ
有
効
に
活
用
す
る
た
め
の
委
員

会
を
設
置
し
、
必
要
な
検
討
等
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用
の
促
進

（
平
成
３
０
年
度
介
護
報
酬
改
定
）

9

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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【
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出
状
況
】
※
問
3
-
4
（
2
）
④
見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出
、
問
3
-
4
（
2
）
④
今
度
の
届
出
の
意

向
に
つ
い
て
、
問
3
-
4
③
見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出
を
実
施
し
て
い
な
い
理
由

⃝
見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出
で
は
、
届
出
あ
り
が
7
.1
％
（
昨
年
度
結
果
は
5
.8
％
）
で
あ
っ
た
。

⃝
見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出
を
実
施
し
て
い
な
い
理
由
に
つ
い
て
は
、
「
見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
0
.1
人
分
の
要
件

緩
和
が
な
く
と
も
人
員
配
置
基
準
を
満
た
し
て
い
る
」
が
最
も
多
く
5
7
.5
％
、
次
い
で
「
要
件
（
入
所
者
の
１
５
％
）
以
上
を
満
た
す
見
守
り
機
器
の
台
数

を
導
入
し
て
い
な
い
」
が
3
0
.1
％
で
あ
っ
た
。

（
３
）
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
効
果
実
証
に
関
す
る
調
査
研
究
事
業

図
表
1
9
 【
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
】見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る

夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出

図
表
2
0
 【
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
】今
後
の
届
出
の
意
向
に
つ
い
て

図
表
2
1
 【
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
】見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の

届
出
を
実
施
し
て
い
な
い
理
由
（複
数
回
答
）

回
収
数
：

63
4 
※
今
年
度
調
査

回
収
数
：

54
1

回
収
数
：

54
1

Ａ
．
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

【
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
に
対
す
る
主
な
意
見
】

・
夜
勤
専
門
職
員
の
手
当
と
当
該
加
算
に
よ
る
増
収
が
差
し
引
き
ゼ
ロ
で
あ
れ
ば
、
職
員
１
人
あ
た
り
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
た
め
、
当
該
加
算
を
取
得
し

て
も
よ
い
と
考
え
て
い
る
。
要
件
が
0
.9
人
で
は
な
く
、
0
.6
人
程
度
で
あ
れ
ば
差
し
引
き
ゼ
ロ
に
な
る
計
算
で
あ
る
。

・
見
守
り
機
器
の
導
入
割
合
の
要
件
（
入
所
者
の
1
5
％
以
上
）
は
、
機
器
の
導
入
数
が
多
く
、
多
額
の
費
用
が
か
か
る
た
め
、
限
ら
れ
た
施
設
し
か
対
象
に

な
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
。

・
見
守
り
機
器
の
導
入
に
よ
る
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
届
出
を
し
て
い
て
も
、
実
質
の
人
員
と
し
て
は
１
人
と
な
り
、
0
.1
人
分
を
減
ら
す
こ
と
は
シ
フ
ト
を
考

え
て
も
難
し
い
。

・
届
出
を
行
っ
て
い
る
が
、
普
段
は
通
常
の
加
配
で
運
用
し
て
い
る
。
一
方
、
職
員
の
退
職
や
休
み
等
、
急
な
欠
員
に
よ
り
少
な
い
人
員
で
運
用
す
る

場
合
が
あ
り
、
+
0
.9
名
に
な
る
時
が
あ
る
。

10

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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【
受
託
機
関
】
（
業
務
と
り
ま
と
め
、
介
護
施
設
等
の
検
証
遂
行
の
フ
ォ
ロ
ー
）

↓
デ
ー
タ
の
集
約
・
集
計

国

介 護 ロ ボ ッ ト 導 入 効 果 検 証 委 員 会

【
介
護
施
設
等
】
30
～
40
か
所
程
度

【
メ
ー
カ
ー
】

実
証
デ
ー
タ

の
報
告

実
証
計
画

の
提
示

委
託

報
告

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
提
供

使
用
方
法
の
助
言
指
導

【
実
施
主
体
】

国
（
民
間
に
委
託
）

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
導
入
効
果
の
測
定
デ
ー
タ
の
集
約

事
業
の
概
要
（
イ
メ
ー
ジ
図
）

次
期
報
酬
改
定
（
令
和
３
年
度
）
に
向
け
て
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
に
よ
る
介
護
業
務
の
効
率
化
・
負
担
軽
減
効
果
に
関
す
る
効
果
測
定
を
行
い
、

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用
に
関
す
る
報
酬
改
定
の
検
討
材
料
を
得
る
。

○
介
護
現
場
や
民
間
企
業
な
ど
の
関
係
者
で
構
成
す
る
「
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
効
果
検
証
委
員
会
」
を
開
催
し
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
に

よ
り
期
待
で
き
る
介
護
の
負
担
軽
減
効
果
等
を
検
証
す
る
た
め
の
実
証
計
画
を
策
定
。

○
実
証
計
画
に
基
づ
き
、
介
護
施
設
等
に
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
を
導
入
す
る
と
と
も
に
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
前
後
の
介
護
業
務
に
つ
い
て
タ
イ
ム

ス
タ
デ
ィ
等
を
実
施
し
、
導
入
効
果
の
デ
ー
タ
を
測
定
・
収
集
す
る
。

○
対
象
機
器
は
、
開
発
重
点
６
分
野
1
3
項
目
（
①
移
乗
支
援
、
②
移
動
支
援
、
③
排
泄
支
援
、
④
見
守
り
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
⑤
入
浴

支
援
、
⑥
介
護
業
務
支
援
）
を
基
に
選
定
す
る
。

○
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
を
「
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
効
果
検
証
委
員
会
」
に
お
い
て
分
析
・
検
証
を
行
う
。

事
業
内
容

概
要介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
支
援
及
び
導
入
効
果
実
証
研
究
事
業

11

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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介
護
現
場
の
革
新

12

＜
現
状
・
課
題
＞

n
介
護
人
材
が
不
足
し
、
現
役
世
代
が
減
少
し
て
い
く
中
、
介
護
現
場
の
生
産
性
向
上
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
り
、
介
護
助
手
や

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
、
IC
T等
の
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
及
び
業
務
効
率
化
を

推
進
す
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い
る
。

n
平
成
30
年
度
の
介
護
報
酬
改
定
に
お
い
て
は
、

・
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
活
用
促
進
を
図
る
観
点
か
ら
、
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
及
び
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
の
夜
勤
職
員
配
置
加
算

に
つ
い
て
、
見
守
り
機
器
の
活
用
を
報
酬
上
評
価
す
る
と
と
も
に
、

・
IC
Tを
活
用
し
た
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
会
議
へ
の
参
加
を
可
能
と
す
る
こ
と

等
の
対
応
を
行
っ
た
。

n
こ
の
よ
う
な
中
で
、

・
平
成
30
年
度
改
定
で
導
入
さ
れ
た
夜
勤
職
員
配
置
加
算
に
つ
い
て
は
、
届
出
割
合
が
低
調
と
な
っ
て
い
る
と
と
も
に
、

・
特
養
以
外
の
施
設
に
お
い
て
も
、
見
守
り
セ
ン
サ
ー
の
ほ
か
、
イ
ン
カ
ム
等
の
IC
Tを
効
果
的
に
組
み
合
わ
せ
て
活
用
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
業
務
効
率
化
の
成
果
を
挙
げ
て
い
る
事
例
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
一
部
の
施
設
に
留
ま
っ
て
お
り
、

今
後
、
検
証
結
果
も
踏
ま
え
つ
つ
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
を
更
に
促
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

n
さ
ら
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
下
で
、
新
た
な
生
活
様
式
が
求
め
ら
れ
る
中
で
、
会
議
等
に
お
け
る
IC
T

の
活
用
を
進
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

・
規
制
改
革
実
施
計
画
（
令
和
２
年
７
月
17
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、
「
介
護
支
援
専
門
員
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
訪
問
、

サ
ー
ビ
ス
担
当
者
会
議
に
つ
い
て
は
、
テ
レ
ビ
会
議
、
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ッ
ト
等
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
よ
る
訪
問
等
の
代
替
を
含

め
た
業
務
負
担
軽
減
に
つ
い
て
検
討
」
す
る
と
さ
れ
る
と
と
も
に
、

・
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
20
20
(令
和
２
年
７
月
17
日
閣
議
決
定
)に
お
い
て
、
「
対
面
以
外
の
手
段
を
で
き
る

限
り
活
用
す
る
観
点
か
ら
、
生
産
性
向
上
に
重
点
的
に
取
り
組
む
」
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
。

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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介
護
現
場
の
革
新

13

＜
論
点
＞

n
平
成
30
年
度
に
改
定
し
た
夜
勤
職
員
配
置
加
算
の
活
用
推
進
に
向
け
て
、
見
守
り
セ
ン
サ
ー
と
イ
ン
カ
ム
等
の
IC
T 
機
器
と

の
併
用
な
ど
に
よ
る
効
果
実
証
の
結
果
等
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
他
の
サ
ー
ビ
ス
へ
の
評
価
の
拡
大
も
含
め
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

方
策
を
検
討
し
て
は
ど
う
か
。

n
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用
に
よ
っ
て
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
や
職
員
の
職
場
定
着
に
取
り
組
む
介
護
事
業
所
に
対
す
る
報
酬

上
の
評
価
を
ど
う
考
え
る
か
。

n
各
種
会
議
や
多
職
種
に
よ
る
連
携
等
に
お
い
て
、
IC
Tの
活
用
を
進
め
る
観
点
か
ら
、
ど
の
よ
う
な
方
策
が
考
え
ら
れ
る
か
。

第
1
8
6
回
介
護
給
付
費
分
科
会

資
料
抜
粋
（
令
和
２
年
９
月
3
0
日
）
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地
方
分
権
提
案

重
点
番
号

0
4
0

「
日
本
赤
十
字
社
の

活
動
資
金
を
地
方
公
共
団
体
が

取
り
扱
う
際
の

法
的
な

位
置
付
け

の
明
確
化
」
に
つ
い
て

○
日

本
赤

十
字

社
の

「
地

区
分

区
（
※

１
）
」
は

、
日

本
赤

十
字

社
の

都
道

府
県

支
部

の
下

に
組

織
さ
れ

て
い
る
が

、
そ
の

業
務

は
、
地
方

公
共

団
体

や
市

区
町

村
社

会
福
祉
協
議
会

等
が
担
っ
て
い
る
。

全
国

約
２
，
３
０
０
箇

所
の

地
区

分
区

が
担

っ
て
い
る
、
活

動
資

金
（
※

２
）
の

収
集

な
ど
の

業
務

や
組

織
の

実
態

は
、
地

域
に

よ
っ
て
事

情
が

異
な
る
可

能
性

が
あ
る
た
め
、
今
回
、
全
国
的
に
こ
れ
ら
の
実
態
を
把
握

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

※
１

市
区
町
村
等
を
そ
の
活
動
範
囲
と
し
て
赤
十
字
活
動
を
行
う
組
織

。

※
２

活
動
資
金
は
、
災
害
時
の
救
護
活
動
、
応
急
手
当
等
の
普
及
活
動
や
青
少
年
へ
の
教
育
活
動
、
活
動
資
金
の
募
集
等
の
活
動
に
要
す
る
費
用
に
対
し
充
当
さ

れ
て
い
る
。

○
日

本
赤

十
字

社
に

お
い

て
都

道
府

県
支

部
に

調
査

票
を
配

付
し
、
都

道
府

県
支

部
を
通

じ
て
全

国
の

地
区

分
区

の

実
態
把
握

を
、
近

日
中

に
実

施
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

○
令
和
２
年

度
中
に
実

態
調

査
及
び
分
析
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
て
、
必

要
な
法

令
上

の
措

置
に
つ
い
て
検

討
す
る
。
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重点番号40：日本赤十字社の活動資金を地方公共団体が取り扱う際の法的な位置付けの明確化（厚生労働省）



事 務 連 絡 

令和２年９月 11 日 

各調査対象市障害児支援担当課 御中 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課障害児・発達障害者支援室 

内 閣 府 地 方 分 権 改 革 推 進 室 

障害児通所給付決定に係る実態等に係る調査依頼について 

 障害保健福祉行政及び地方分権改革の推進につきましては、日々御尽力、御協力い

ただき厚く御礼申し上げます。 

 障害児通所給付決定（以下「給付決定」という。）において定めることとしている給

付決定の有効期間は、１月間から 12 月間の範囲内で市町村が定める期間としていま

す。 

 令和元年度の地方分権提案において、当該期間の上限を延長することについて提案

があったことを踏まえ、給付決定の実態等に係る調査を行い、制度運用の在り方につ

いて検討することとしています。 

 つきましては、今般、下記のとおり調査を実施することとしましたので、ご協力の

ほどお願い申し上げます。 

記 

１ 調査対象市 

① 指定都市

② 全国７ブロックごとに、人口規模別に抽出された２市（人口 10 万人以上の市

及び人口５万人以上 10 万人未満の市で１市ずつ）。

２ 調査内容 

  別紙１の調査票のとおり。 

３ 回答方法 

  以下の回答期日までに、貴市における地方分権改革担当課に共有の上、厚生労働

省担当宛に電子メールで提出してください。 
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重点番号９：障害児通所給付決定における有効期間の見直し（厚生労働省）



 

４ 回答期日 

  令和２年９月 30 日（水）17:00 

 

 

＜参考＞令和元年の地方からの提案等に関する対応方針（令和元年 12 月 23 日閣議決定（抄） 

  ５ 義務付け・枠付けの見直し等 

  【厚生労働省】 

  （５）児童福祉法（昭 22 法 164） 

   （ⅴ）障害児通所給付決定の有効期間（21 条の５の７第８項）については、

給付決定の実態等に係る調査を行い、制度運用の在り方について検討し、

令和２年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

障害福祉課障害児・発達障害者支援室  佐々木、野村 

ＴＥＬ：03－5253－1111（内線 3037、3102） 

ＦＡＸ：03－3591－8914 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

 

内閣府地方分権改革推進室  大熊、松野 

代 表：03－5253－2111（内線 46441） 

直 通：03－3581－2458 

ＦＡＸ：03－3581－2354 

 

56

mailto:shougaijishien@mhlw.go.jp


（別紙１）

※

※ 8/1での集計が困難な場合、7/31等近似の日での人数を計上してください。

問１

①　基本は更新決定又は変更決定のたびに実施している。

②　基本は更新決定のたび（１年に１回）の頻度で実施している。

③　基本は２年に１回の頻度で実施している。

④　基本は３年に１回の頻度で実施している。

⑤　その他

★　問１で「①基本は更新決定又は変更決定のたびに実施している。」又は「②基本は更新決定のたび（１年に
１回）の頻度で実施している。」を選択した市町村におかれては、問２の回答をお願いします。それ以外の市町
村におかれては、調査は以上となります。

障害児通所給付決定の実態等に係る調査

　水色の着色箇所が回答欄になります。

回答者の基礎情報

都 道 府 県 名

市 町 村 名

障 害 児 通 所 給 付 決 定 児 童 数 （ 令 和 ２ 年 ８ 月 １ 日 時 点 ）

※ ５領域11項目に上乗せして５領域11項目以外の項目についても調査を実施しているような場合は、①～④のいずれかを
選択してください。
※ ５領域11項目の一部の項目を省略して実施していたり、全く別の調査を実施しているような場合は⑤を選択してくださ
い。

⇒　「⑤その他」の場合、その内容や時期を具体的に記入してください。

⇒　「③基本は２年に１回の頻度で実施している。」、「④基本は３年に１回の頻度で実施している。」、又は「⑤その
他」の場合、その理由を記載してください。

所 属 局 部 課 室 名

　貴自治体では、５領域11項目の調査をどのようなタイミングで実施していますか。実態に基づき以下の選択肢に該当するもの
に"1"を入力してください。（１つだけ選択）
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問２

※ 　回答の対象となる児童のイメージは別紙を参照してください。

※

平成30年４月１日時点で未就学児 ５人

平成30年４月１日時点で就学児 ５人

※

※

歳

　対象者の年齢が重複しても差し支えありませんが、可能な範囲で回答する年齢層が固まらないようにしてくださ
い。

平成30年４月１日時点年齢

排せつ

全介助 全介助 全介助

一部介助 一部介助

調査項目 平成30年４月時点 平成31年４月時点 令和２年４月時点

食事

全介助 全介助 全介助

一部介助

児童1 （未就学児）

一部介助

※重症心身障害以外の重複障害の場合、主た
る障害を選択してください。

該当しない 該当しない 該当しない

移動

全介助 全介助 全介助

一部介助 一部介助

入浴

一部介助

該当しない 該当しない 該当しない

一部介助

該当しない 該当しない 該当しない

一部介助

該当しない 該当しない 該当しない

　５領域11項目には「該当しない」という選択肢はありませんが、調査の便宜上設けています。「全介助」又は「一部介助」、
「ほぼ毎日」又は「週１回以上」に該当しない場合は「該当しない」に"１"を入力してください。

調査回答人数

　対象者は各市町村においてランダムに抽出してください。例えば、対象者を氏名順に並べ、先頭から順に未就学児
を５人、就学児を５人抽出する方法が考えられます。

　平成30年４月から令和２年４月にかけて、継続的に給付決定がされていた児童について、以下に示す人数分の５領域11項目の
調査結果について、該当する項目に"１"を入力してください。

行動
障害
およ
び精
神症
状

強いこだわり、多動、パニック等の不
安定な行動や、危険の認識に欠ける行
動

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

自分を叩いたり傷つけたり他人を叩い
たり蹴ったり、器物を壊したりする行
為

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

再三の手洗いや繰り返しの確認のため
日常動作に時間がかかる

障害種別

一部介助

全介助 全介助 全介助

一部介助 一部介助

※５領域11項目の調査では「該当しない」という項目はありませんが、「全介助」、「一部介助」、「ほぼ毎日」、
「週１回以上」のいずれにも該当しない場合は、「該当しない」に"1"を入力してください。

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない

睡眠障害や食事・排せつに係る不適応
行動（多飲水や過飲水を含む）

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない

気分が憂鬱で悲観的になったり、時に
は思考力が低下する

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない

他者と交流することの不安や緊張、感
覚の過敏さ等のため外出や集団参加が
できない。また、自室に閉じこもって
何もしないでいる

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない

学習障害のため、読み書きが困難

ほぼ毎日 ほぼ毎日 ほぼ毎日

週１回以上 週１回以上 週１回以上

該当しない 該当しない 該当しない
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